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平成１９年３月期   個別中間財務諸表の概要             平成18年11月14日 

 
上 場 会 社 名        宝ホールディングス株式会社                  上場取引所        東・大 
コ ー ド 番 号         ２５３１                                     本社所在都道府県  京都府  

（ＵＲＬ  http://www.takara.co.jp） 

代 表 者 役職名  取締役社長 氏名 大宮 久  

問合せ先責任者 役職名  取締役ＩＲ室長 氏名 松崎 修一郎 ＴＥＬ(075)241-5124 

決算取締役会開催日 平成 18 年 11月 14日                                 配当支払開始日  

単元株制度採用の有無  有（１単元1,000株） 

１． 18年９月中間期の業績(平成18年４月１日～平成 18年９月30日) 

(1)経営成績                                                                （百万円未満切捨） 

 営業収益 営業利益 経常利益 

 
18年９月中間期 
17年９月中間期 

百万円   ％

             2,684  △26.1 

             3,633  △25.8 

百万円   ％

             2,130  △31.9 

             3,131  △28.6 

百万円   ％

             2,164  △31.4 

             3,154  △27.9 

18年３月期              4,675              3,618               3,554   

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
18年９月中間期 
17年９月中間期 

百万円   ％

             2,021  △33.4 

             3,033   313.1 

円 銭

            9.33 

           14.05 

18年３月期              3,276             15.05 
(注) ①期中平均株式数  18年９月中間期 216,656,945株  17年９月中間期 215,864,461株  18年３月期 216,269,410株 
     ②会計処理の方法の変更   無  
     ③営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 
18年９月中間期 
17年９月中間期 

百万円 

            126,901 

            121,550 

百万円

             84,402 

             79,946   

％ 

      66.5 

      65.8 

円  銭

389.60

375.42

18年３月期             130,298              86,219       66.2 397.84
(注)①期末発行済株式数 18年９月中間期 216,639,953株  17年９月中間期 212,949,771株  18年３月期 216,666,876株 
     ②期末自己株式数 18年９月中間期 1,059,790株 17年９月中間期 4,749,972株 18年３月期 1,032,867株  
 
２．19年３月期の業績予想(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

 
営業収益 経常利益 当期純利益 

 
通 期 

百万円 

          3,700 

百万円

          2,500 

百万円

          2,800 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)12円92銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 1株当たり配当金（円） 

 期末 年間 

18年３月期 9.00 9.00 

19年３月期（実績） － 

19年３月期（予想） 7.50 
7.50 

 

※上記の業績予想に関する事項については、添付資料の9～10ページを御参照下さい。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

 

 
当 中 間 会 計 期 間 末

（平成18年９月30日）

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成17年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日現在）

区 分 
金    額 

（百万円）

構 成 比

（％） 

金    額 

（百万円） 

構 成 比

（％） 

金    額 

（百万円） 

構 成 比

（％） 

（資     産     の     部）   

Ⅰ  流   動   資   産   

     現 金 及 び 預 金           2,348      4,387       9,396 

     売 掛 金           125        132         118 

     関 係 会 社 短 期 貸 付 金           6,560      6,560         410 

     そ の 他           399        632       1,454 

         流  動  資  産  合  計     9,433     7.4    11,711     9.6     11,380     8.7

   

Ⅱ  固   定   資   産   

     有 形 固 定 資 産      3,089       2.5      3,037       2.5      3,106       2.4

     無 形 固 定 資 産               17       0.0         21       0.0         19       0.0

     投 資 そ の 他 の 資 産         

       投 資 有 価 証 券     29,881     24,929      31,482 

    関 係 会 社 株 式           83,882     81,234      83,702 

       そ の 他        734        763         744 

       貸 倒 引 当 金             △137      △147       △137 

         投資その他の資産合計    114,360     90.1   106,779     87.9    115,791     88.9

         固  定  資  産  合  計    117,468     92.6   109,838     90.4    118,917     91.3

資 産 合 計    126,901    100.0   121,550 100.0    130,298    100.0

（負     債     の     部）

Ⅰ  流   動   負   債   

     短 期 借 入 金      4,650      4,650       4,650 

     １年内に償還予定の社債      5,000         －          － 

     コマーシャル・ペーパー               －      3,000          － 

     賞 与 引 当 金               26         30          28 

     そ の 他            3,882      1,259       4,274 

          流  動  負  債  合  計     13,558 10.7      8,940 7.3     8,953       6.9

Ⅱ  固   定   負   債   

     社 債       15,000     20,000      20,000 

     長 期 借 入 金       5,100      5,100       5,000 

     退 職 給 付 引 当 金         156        161         154 

     役 員 退 職 慰 労 引 当 金          －        444         456 

     繰 延 税 金 負 債       7,859      6,590       9,145 

     そ の 他          825        367         367 

          固  定  負  債  合  計     28,940      22.8     32,663      26.9     35,124      26.9

 負 債 合 計     42,499      33.5     41,603      34.2     44,078      33.8
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当 中 間 会 計 期 間 末

（平成18年９月30日）

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成17年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日現在）

区 分 
金    額 

（百万円）

構 成 比 

（％） 

金    額 

（百万円）

構 成 比

（％） 

金    額 

（百万円） 

構 成 比

（％） 

（資     本     の     部）     

Ⅰ 資 本 金         －         －     13,226      10.9     13,226      10.2

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

資 本 準 備 金         －      3,158       3,158 

資 本 剰 余 金 合 計         －         －      3,158       2.6      3,158       2.4

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

利 益 準 備 金         －      3,305       3,305 

任 意 積 立 金         －     48,630      48,630 

中間（当期）未処分利益         －      5,523       5,199 

利 益 剰 余 金 合 計         －         －     57,458      47.3     57,134      43.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金         －         －      9,921       8.2     13,528      10.4

Ⅴ 自 己 株 式         －         －  △3,818  △3.2  △828  △0.6

資 本 合 計         －         －     79,946      65.8     86,219      66.2

負 債 資 本 合 計         －         －    121,550     100.0    130,298     100.0

（純   資   産   の   部）   

Ⅰ 株   主   資   本   

   資 本 金 13,226    10.4         －         －         －         －

   資  本  剰  余  金   

     資 本 準 備 金 3,158         －          － 

   資 本 剰 余 金 合 計 3,158       2.5         －         －         －         －

   利  益  剰  余  金   

    利 益 準 備 金 3,305         －          － 

    そ の 他 利 益 剰 余 金   

      配 当 準 備 金 400         －          － 

      固定資産圧縮積立金 41         －          － 

      別 途 積 立 金 48,230         －          － 

      繰 越 利 益 剰 余 金 5,208         －          － 

   利 益 剰 余 金 合 計 57,185       45.1         －         －         －         －

   自   己   株   式 △846    △0.7         －         －         －         －

  株 主 資 本 合 計 72,723       57.3         －         －         －         －

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等   

  その他有価証券評価差額金 11,679 9.2         －         －         －         －

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 11,679 9.2         －         －         －         －

純 資 産 合 計 84,402 66.5         －         －         －         －

負 債 純 資 産 合 計 126,901 100.0         －         －         －         －
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中 間 損 益 計 算 書 
 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前事業年度の要約損益計算書

                   
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18 年９月30日） 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17 年９月30日） 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区 分 金    額 

（百万円）

百 分 比

（％） 

金    額 

（百万円） 

百 分 比

（％） 

金    額 

（百万円） 

百 分 比

（％） 

Ⅰ 営 業 収 益     2,684    100.0     3,633    100.0     4,675    100.0

Ⅱ 営 業 費 用   

不 動 産 賃 貸 原 価        37        36         72 

販売費及び一般管理費       515       465        983 

営 業 費 用 合 計       553     20.6       501     13.8     1,056     22.6

営 業 利 益     2,130     79.4     3,131     86.2     3,618     77.4

   

Ⅲ  営 業 外 収 益   

受 取 利 息        33        32         82 

受 取 配 当 金       199       196        258 

そ の 他        32        40         72 

営 業 外 収 益 合 計       266      9.9       269      7.4       413      8.8

Ⅳ  営 業 外 費 用   

支 払 利 息        43        22         60 

社 債 利 息       133       155        288 

そ の 他        55        68        128 

営 業 外 費 用 合 計       232      8.7       246      6.8       477     10.2

経 常 利 益     2,164     80.6     3,154     86.8     3,554     76.0

Ⅴ  特     別      利     益   

そ の 他         7        115        134  

特 別 利 益 合 計         7      0.3       115      3.2       134      2.9

Ⅵ  特 別 損 失   

そ の 他        －          8          9  

特 別 損 失 合 計        －       －         8      0.2         9      0.2

税引前中間（当期）純利益     2,172     80.9     3,260     89.8     3,679     78.7

法人税、住民税及び事業税       169      6.3       166      4.6       274      5.9

法 人 税 等 調 整 額      △18    △0.7        61      1.7       128      2.7

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益     2,021     75.3     3,033     83.5     3,276     70.1

前 期 繰 越 利 益        －     2,490      2,490 

自 己 株 式 処 分 差 損        －         0        567 

中間（当期）未処分利益        －     5,523      5,199 
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中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 
  当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

評価・

換算 

差額等

 資本 

剰余金 
利益剰余金 

その他利益剰余金  

資
本
金 

資
本
準
備
金 

利
益
準
備
金 

配
当
準
備
金 

固
定
資
産
圧
縮
積
立
金 

別
途
積
立
金 

繰
越
利
益
剰
余
金 

利
益
剰
余
金
合
計 

自
己
株
式 

株
主
資
本
合
計 

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金 

純
資
産
合
計 

平成18年３月31日 

残高（百万円） 
13,226 3,158 3,305 400 － 48,230 5,199 57,134 △828 72,691 13,528 86,219

 中間会計期間中の 

 変動額 
     

剰余金の配当（注）    △1,950 △1,950  △1,950 △1,950

役員賞与（注）    △21 △21  △21 △21

固定資産圧縮積立金の

積立（注） 
   41 △41 －  － －

中間純利益    2,021 2,021  2,021 2,021

自己株式の取得    △20 △20 △20

自己株式の処分    △0 △0 1 1 1

 株主資本以外の項目 

 の中間会計期間中の 

 変動額（純額） 

     △1,849 △1,849

 中間会計期間中の 

 変動額 

 合計       （百万円） 

－ － － － 41 － 9 50 △18 31 △1,849 △1,817

平成18年９月30日 

残高 

（百万円） 

13,226 3,158 3,305 400 41 48,230 5,208 57,185 △846 72,723 11,679 84,402

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法   

        有価証券   

                子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

                その他有価証券   

                  時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定） 

                    時価のないもの  移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法   

(1)  有形固定資産 主として定率法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物   ８～２２年 

(2)  無形固定資産        定額法によっております。 

３．引当金の計上基準   
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認
められる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 （追加情報） 
当社は、平成18年６月29日の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰
労金制度を廃止するとともに、取締役又は監査役退任時に制度廃止日まで
の在任期間に応じた役員退職慰労金を支給することといたしました。これ
に伴い、制度廃止日における役員退職慰労金相当額を固定負債の「その
他」に含めて表示しております。 

４．リース取引の処理方法 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

５．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

   

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 
  
 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年 12月９日）を適用しております。従来の「資本の部」の合計と「純資産の部」の合計は同額であります。

なお､当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については､中間財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 
  
 （中間貸借対照表関係）                           

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 
(百万円) 

有形固定資産の減価償却累計額 856 

  

 
(百万円)

有形固定資産の減価償却累計額 821

  

 
(百万円)

有形固定資産の減価償却累計額 839

  
 当社は機動的な資金調達を目的

に、融資枠100億円のコミットメント

ライン契約を取引金融機関と締結し

ております。 

 なお、当中間会計期間はこの契約に

よる借入は行っておりません。 

 当社は機動的な資金調達を目的
に、極度額100億円のコミットメント
期間付きタームローン契約や融資枠
100億円のコミットメントライン契約
を取引金融機関と締結しております。
 なお、これらの契約に基づく当中間
会計期間末の借入未実行残高は次の
とおりであります。 

 (百万円)

コミットメント期間付き

タームローン契約及びコ

ミットメントライン契約

の総額 
 

20,000

借入実行残高 5,000

差引額 15,000
 

 当社は機動的な資金調達を目的

に、融資枠100億円のコミットメント

ライン契約を取引金融機関と締結し

ております。 

 なお、当事業年度はこの契約による
借入は行っておりません。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は
相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた
め、流動負債の｢その他｣に含めて表示
しております。 

同左 ────── 
 

   
 （中間損益計算書関係）                           

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 
 
減価償却実施額 (百万円)

有形固定資産 16 

無形固定資産 1 

計 18 
  

 
減価償却実施額 (百万円)

有形固定資産 21

無形固定資産 1

計 23
  

 
減価償却実施額 (百万円)

有形固定資産 43

無形固定資産 3

計 47
  

 
（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 1,032 29 2 1,059 

合計 1,032 29 2 1,059 

 （変動事由の概要） 

 増加数の内容は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 29千株 

  

 減少数の内容は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買増しによる減少 2千株 
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 (リース取引関係) 

      重要性がないため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円）

差額 

（百万円）

子会社株式 23,115 97,200 74,084 
       

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額

（百万円） 

時価 

（百万円）

差額 

（百万円）

子会社株式 23,115 93,400 70,284 
 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円）

差額 

（百万円）

子会社株式 23,115 64,800 41,684 
  

（１株当たり情報） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

389円60銭 375円42銭 397円84銭

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

9円33銭 14円05銭 15円05銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 2,021 3,033 3,276 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 21 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（百万円） 
－ － (21) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,021 3,033 3,255 

普通株式の期中平均株式数（千株） 216,656 215,864 216,269 
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（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

────── 株式交換 

 当社は、平成17年10月１日をもっ
て、川東商事株式会社を完全子会社と
する株式交換を行いました。 

(1)株式交換の目的 
 当社はグループ企業価値の向上に努
めており、その戦略の一つとしてグル
ープ全体における効率化を追求してお
ります。現在、酒類・食品製品に関す
る容器の調達業務の一部は、持分法適
用関連会社である川東商事株式会社が
担っておりますが、資材の調達機能を
更に効率化し、グループの戦略及び戦
術を一体化させるために、川東商事株
式会社を当社の完全子会社とすること
にいたしました。 

(2)株式交換の方法 
 当社が川東商事株式会社の完全親
会社となり、川東商事株式会社が当社
の完全子会社となるため、川東商事株
式会社の株主の保有する川東商事株
式を当社に移転するとともに、川東商
事株式会社株主は当社が保有する自
己株式の割当交付を受けて当社の株
主となります。 

(3)株式交換の内容 

①株式交換比率 
川東商事株式会社の普通株式１株
に対して、当社の普通株式8.3株を
割当交付いたしました。 

②株式交換により交付した当社の株
式数 
新株式の発行に代えて、当社が保有
する自己の普通株式3,735,000株を
割当交付いたしました。なお、当社
が保有する川東商事株式会社の株
式に対しては、株式交換による自己
株式の割当交付はいたしませんで
した。 

③株式交換交付金 
株式交換交付金の支払はいたしま
せんでした。 

④利益配当の起算日 
株式交換に際して交付する株式に対す
る利益配当金の計算は平成17年４月１
日を起算日といたします。 
 
(4)川東商事株式会社の資産、負債 
   の状況 
         （平成17年９月30日現在）
 資産合計      4,933百万円 
 負債合計      1,686百万円 
 

────── 

  


